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Ⅰ はじめに 

 

私たちの住む、川之江市、伊予三島市、土居町及び新宮村においては、四国縦

貫・横断自動車道の整備をはじめとした都市化の拡大や情報基盤の整備等によ

り、産業経済活動や通勤・通学など日常の生活圏域が市町村という枠を越えます

ます拡大して一体感を増していく傾向にあります。 

この宇摩地域では、これまでも何回か合併協議が具体的に行われてきました。

昭和 40 年代には市町村議会議員を中心とする研究協議会が設立されたほか、川

之江市と伊予三島市の間で任意の合併協議会が設立されましたが、いずれも合

併に至るものではありませんでした。 

その後宇摩地域においては、エックスハイウェイの開通に代表される高速交

通網の充実や、住民の日常生活の範囲（生活圏）が拡大するなど社会経済動向は

大きく変化しました。これに伴って、平野部・市街地が連なり日常的な人の往来

も盛んとなり「一つの自治体になることが自然ではないか」という考えが生れて

きました。 

こうした中で、1995 年（平成７年）に合併特例法の改正がなされ、これまで

以上に大きく踏み込んだ合併促進の枠組みが国から示されました。これを大き

な契機として、各種団体の合併へ向けた活動が活発化するなど、少子高齢化社会

や地方分権などの社会環境の変化への対応から、改めて合併の必要性が論じら

れるようになり、市町村合併に向けた住民の気運が急速に高まってきました。 

これらを受けて、2001 年（平成 13 年）４月 20 日に、川之江市、伊予三島市、

土居町及び新宮村による任意の合併協議会が設立され、合併に関する様々な協

議を重ね、宇摩４市町村新市将来構想が策定されました。 

そして、2002 年（平成 14 年）7 月 1 日、法定の宇摩合併協議会を設立し新市

建設計画を策定する運びとなりました。 

合併後の新市では、本計画を踏まえ、まちづくりの指針を示した総合計画や基

本構想、基本計画が策定されることになります。 
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1 合併の必要性 

 

⑴ 住民ニーズの広域化・多様化 

市町村合併が進んだ昭和 30 年代以降、宇摩地域でも交通網が発達し生活

様式は大きく変化してきました。既に通勤・通学、買い物、通院などの移動

の範囲は、行政区域の枠組みを越えて拡大しており、隣接する市町村の間で

専門的で高度な行政サービスを安定的に提供できる体制を築き、住民の生

活スタイルに対応した行政運営を行うことが求められています。 

 

⑵ 少子・高齢化の進行 

全国的な傾向と同様に宇摩地域でも少子・高齢化が進行し、今後も人口が

減少することが予測されます。こうしたなか、これから私たちが安心して生

活を送るためには、保健､医療、福祉などといった分野で行政の役割がます

ます大きくなり行政からの高度で多様なサービスの提供が必要となってい

くことが予想されます。すなわち、専門的な能力をもつ職員を育成し、特定

の分野に集中できる環境を整えることが求められています。 

 

⑶ 地方分権の推進 

これからの市町村は、地方自治体が自らの責任のもとで自らの進む方向

を定め､具体的な取り組みを実行するという、地方主役の時代です。すでに

機関委任事務の廃止など、地方分権の推進にともなって国と地方自治体は

対等の関係になるように、様々な制度が改善されつつあり、自己決定・自己

責任の原則による行政の施策を進めることが求められています。 

 

⑷ 厳しい財政状況 

わが国の財政状況は極めて厳しい状況に陥っており、景気の低迷による

税収の落ち込みや、経済対策に伴う公債の大量発行などにより、巨額の負債

を抱えるに至っています。こうした中、全国の自治体の財政を支える「地方

交付税」制度も大きな変革を迫られることが予想されます。 

こうしたことから、今後国からの交付金や補助金などの歳入が減少した

場合に備えて、行政のスリム化を図りより効率的で財政支出に無駄のない

自治体を構築していくことが必要になってきます。 
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２ 計画の策定方針 

 

⑴ 計画の趣旨 

新市建設の基本方針は､「まち」「うみ」「やま」が一つになることを基本

理念とし、長期的視野にたち 21 世紀を展望した新市のまちづくりの整備手

法を定め､これに基づく基本計画を策定し、その実現により新市の発展と住

民福祉の向上を図るための施策の方向を示すものです。 

 

⑵ 計画の構成 

本計画は､「新市を建設していくための基本方針」、その基本方針を実現す

るための「新市建設の根幹となる事業」、計画期間中の財政状況を推計した

「財政計画」などを中心に構成されています。 

 

⑶ 計画の期間 

本計画の期間は､平成 16年度から令和 6年度までの 21年間とします。 

 

 

計画期間  21年間                

(平成 16年度～令和６年度)   

 

 

⑷ 行財政運営の基本方針 

新市の財政計画は、地方交付税、国及び県の補助金、地方債などの依存財

源を過大に見積もることなく、健全に財政運営を行うことを基本とします。 

さらに、財政運営の健全化の観点から､市民生活に急激な変化を及ぼさな

いことや既存の公共施設の統廃合や維持管理経費削減、人件費の削減など、

合併に伴う行財政の効率化による財源を活用することを基本とします。 
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Ⅱ 新市の概況 

 

１ 位置と地勢 

新市は愛媛県の東端部に位置し、東は香川県に面し、南東は徳島県、更に南

は四国山地を境に高知県に接しており、四国で唯一 4 県が接する地域となり

ます。 

県都松山市と高松市へは約 80 ㎞、高知市までは約 60 ㎞、徳島市までは約

100 ㎞、大阪市へ約 300 ㎞、東京都まで約 800 ㎞の距離にあります。 

地形は、東西に約 25 ㎞の海岸線が広がり、その海岸線に沿って東部には全

国屈指の「製紙・紙加工業」の工業地帯を擁し、その南に比較的幅の狭い市街

地を形成しています。その海岸線西部には、美しい自然海岸が広がりその南に

は広大な農地が広がっています。 

さらに、南には急峻な法皇山脈から四国山地へとつづく山間部を擁し、この

豊かな自然により水という恵みを与えられ、産業や生活が支えられています。 

また、新市は高速道路網の整備により、三島川之江・土居・新宮の 3 つのイ

ンターチェンジと川之江ジャンクションを持ち、四国の「エックスハイウェイ」

の中心地となっています。 
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２ 気候 

燧灘に面した平野部は、瀬戸内海特有の温暖寡雨で、年間平均降水量は約

1,500 ㎜、年間平均気温は 16.0℃と、冬期においても積雪をみることはまれ

で、台風や洪水、地震などの天災も少なく、気象条件に恵まれています。 

この地域の気候の大きな特色のひとつとして、平野部では毎年春先から初

夏にかけて、日本三大局地風の一つである「やまじ風」が、法皇山脈の北斜面

から燧灘へ周期的に吹きおろし、時には人家や農作物に被害を及ぼすことが

あります。 

また、法皇山脈と四国山地に囲まれた山間部は、年間平均降水量は約 1,700

㎜、年間平均気温は 13.3℃と、瀬戸内海に近く位置しているため比較的温和

となっています。冬期には積雪や結氷（気温が０℃以下に低下する時におこる

水の凝固現象）もみられます。 

 

３ 面積 

新市は、東西約 30 ㎞、南北約 20 ㎞、面積は約 421 ㎢となります。 

土地の利用状況は、林野面積が 326.54 ㎢（77.7％）を占め、宅地が 39.28

㎢（9.4％）、経営耕地面積が 16.71 ㎢（4.0％）、その他が 37.38 ㎢（8.9％）

となっています。 

 

新市の土地利用状況

宅地（39k㎡）
9%

耕地（17ｋ㎡）
4% その他（37k㎡）

9%

林野(327k㎡）
78%

資料：愛媛県市町村要覧平成13年度版
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 ４ 人口と世帯数 

（１） 人口 

  本地域の人口推移をみると戦後順調に増加し、1990 年（平成 2 年）には

97,215人に達しましたが、その後は減少に転じ、2000年（平成 12年）の国

勢調査では 94,326人、2015年（平成 27年）には 87,413人となり、この 15

年間で約 7.3％、25年間では約 10.1％減少しています。 

  

（２） 世帯数 

世帯数は核家族化の進展により、1990年（平成２年）の 30,607世帯から

2000 年（平成 12 年）には 32,957 世帯、2015 年（平成 27 年）には 34,999

世帯となり、この 15 年間で約 6.2％、25 年間では約 14.3％増加していま

す。 

 
（３） 年齢別人口 

  年齢別人口をみると、年少人口の割合が 2000年（平成 12年）の 15.5%    

から 2015年（平成 27年）には 12.4%と、3.1ポイント減少しています。 

生産年齢人口についても同様に減少が続き、その割合が 2000 年（平成 12

年）の 63.3%から 2015年（平成 27年）には 57.4%と、この 15年間で 5.9ポ

イント減少しています。 

老齢人口については、総人口が減少する傾向にあるなか高齢化の進展に

ともない、2000 年（平成 12 年）の 21.2%から 2015 年（平成 27 年）には

30.2%と、9.0ポイントも増加しています。 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

95,658
94,326 92,854 90,187 87,413

31,540 32,957 34,416 34,951 34,999

人・世帯

資料：国勢調査

人口・世帯の推移

人 口

世 帯
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（４） 就業人口 

平成 27 年の本地域の産業別就業者割合は、第１次産業 4％、第 2 次産業

40％、第３次産業 56％となっています。第 2 次産業の割合を比較してみる

と、全国が 25％、愛媛県が 24％となっており、第 3 次産業は、全国 71％、

愛媛県計 68％となっています。このことから、本地域は工業「製紙・紙加

工業」などの第 2 次産業に特化した、全国にもあまり例がない特徴的な就

業構造になっていることがうかがえます。 

         

資料：国勢調査 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1995年

2000年

2005年

2010年

2015年

資料：国勢調査

年齢３階級別人口推移

年少人口(14歳以下） 生産年齢人口（15～64歳） 老齢人口（65歳以上）

14.1%

15.5%

17.2%

12.4%

13.1%

62.2%

63.3%

64.6%

60.2%

57.4%

23.7%

21.2%

18.2%

26.7%

30.2%

 1995年 

（平成 7年） 

2000年 

（平成 12年） 

2005年 

（平成 17年） 

2010年 

（平成 22年） 

2015年 

（平成２7年） 

第一次産業 3,270人 2,717人 2,494人 1,975人 1,646人 

7％ 6％ 5％ 5％ 4％ 

第二次産業 21,984人 20,017人 18,386人 16,447人 15,739人 

45％ 43％ 41％ 40％ 40％ 

第三次産業 23,436人 23,728人 24,114人 22,922人 22,438人 

48％ 51％ 54％ 55％ 56％ 

合  計 48,690人 46,462人 44,994人 41,344人 39,823人 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 
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Ⅲ 主要指標の見通し 

 

１ 人 口 

（１） 総人口 

日本の総人口は、戦後一貫して増加してきましたが、今後は減少していく

ものと予測されています。 

この地域においても、1990 年（平成 2 年）の 97,215 人をピークに減少

を続けており、2030 年（令和 12 年）には約 76,000 人まで減少することが

予測されています。 

しかしながら、この地域は「製紙・紙加工業」を中心とした四国一の工業

地帯であるばかりでなく、近年の高速交通網の整備により「エックスハイウ

ェイ」の結節点として交通の要衝となり、更には、重要港湾の指定を受けた

「三島川之江港」の機能強化により陸海の物流の拠点都市となりました。 

これからは既存の産業の高度化を図りながら、新産業の創出や高次都市

機能の集積による、魅力ある交流・物流拠点としての機能を高め、若者の定

住促進など人口の増加を図ります。 

 

  

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

1990年 2010年 2020年 2030年

97,215
94,326

90,187 87,413
84,229 80,618 76,697

人

将来人口フレーム

推計人口

資料：国立社会保障・人口問題研究所{日本の地域別将来推計人口}
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（２） 年齢別人口 

年齢別人口は、総人口が減少する傾向にあるなか、年少人口の減少が続き

その構成比も低下しています。 

生産年齢人口についても同様に減少が続き、その構成比も低下するもの

と想定されます。 

老齢人口については、近年の高齢化の進展にともない、増加が見込まれ、

2030年（令和 12年）にはその構成比が、35％を超えるものと推計されます。 

 

 ２ 世 帯 

新市の世帯数は、人口が減少傾向にあるのに対して、年々増加の傾向にあり

ます。これは核家族化の進行を反映したもので、今後もこの傾向が続くものと

推測されます。 
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Ⅳ 新市建設の基本方針 

 

１ 新市建設の基本理念 

 

「まち・うみ・やまが一つになる」 

法皇の山なみと燧灘に育まれた、 

活力・交流・文化の四国中央都市 

 

 

新市は、産業の活発な市街地に加えて、広大な山間部や自然海岸を抱える四

国屈指の面積を誇る都市になります。 

「まち」「うみ」「やま」が一つになるという基本理念に沿って、「活力」「交

流」「文化」を施策のキーワードとして、まちづくりに取り組みます。 

 

⑴ 活 力 

①  「製紙・紙加工業を中心とする競争力をもった産業を育てるまち」 

新市は自他共に認める全国屈指の「紙どころ」です。今後も確固たる経

済基盤を築いていくために、製紙・紙加工業を中心とした地場産業をこれ

まで以上に育てていくことが必要です。このため、技術の高度化、安定し

た人材の確保、住工分離の推進など、企業環境の整備を進めると共に、ベ

ンチャービジネスの育成を図り､競争力を高めこの地域の産業が更に発

展する条件を整備します。 

 

② 「陸上交通・海上交通の要衝として、人・ものが集まる元気なまち」 

新市は四国四県の県都を結ぶ「エックスハイウェイ」の結節点です。さ

らに、国土交通省指定の重要港湾「三島川之江港」の整備により陸海の物

流の拠点が繋がり、「四国の中央」にふさわしい人や物が集まる条件整備

が着々と進んでいます。この恵まれた条件を生かし、人・もの・情報・文

化などの「交流」が盛んなまちをつくります。 

 

⑵ 交 流 

① 「海・山の資源を生かした、自然体験のまち」 

新市には美しい海岸線と勇壮な山なみがあります。この条件を観光資

源、保養資源として生かし､環境に配慮した整備を行い、地域住民に安ら

ぎの場を提供するとともに、訪れる人にも、気軽に自然体験ができる環境

を築いていきます。「もう一度、このまちを訪れたい」「このまちに暮らし

てみたい」という魅力をつくりだします。 
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②  「市街地の活力を生かして新たな拠点を育てる､都市交流のまち」 

製紙・紙加工業は不況に強い産業といわれ、この強固な経済基盤に支え

られてきた当地域は、県下でも経済的に豊かな地域として、また人口規模

以上に公共施設の整備水準が高い地域です。これからは､この活力と四国

中央という地の利を生かし、絶えず新しい情報や技術、文化などが展開さ

れる施設を整備し、将来の四国州時代における拠点都市を目指していき

ます。 

 

③ 「四国四県の交流拠点となるまち」 

 新市には､重要港湾である三島川之江港に直結する三島川之江インタ

ー、四国の中央に位置する新宮インター、そして広大な裾野をもつ土居イ

ンターの３つのインターチェンジがあります。さらに、新市は四国で唯一、

４県が接する地域でもあります。愛媛県による「四国中央県際交流圏」と

しての位置づけに応え、この地域をこれまで以上にアピールし交流を盛

んにしていきます。 

 

⑶ 文 化 

①  「歴史・伝統に育まれた文化を育て広めるまち」 

新市には、手漉き和紙や水引細工、盆栽（赤石五葉松）などの伝統産品

と、個性豊かな太鼓台という伝統文化があります。これらを後世に引継ぐ

とともに、より一層の振興と規模の拡大を図り、郷土愛を育む文化として

育成しながら、他地域と文化の交流を図っていきます。 

 

② 「人のつながりを大切にして、市民文化を育てるまち」 

この地域はかつて尾藤二洲や安藤正楽など、人権や人づくりを重んじ

る偉人を輩出してきました。そしてその教えを受け継ぎ、近隣の住民が助

けあう土壌が浸潤しています。これからも人と人とのつながりを大切に

し、住民の自主的、文化的な活動が活発に行われ、新たな市民文化が育つ

まちをつくっていきます。 
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２ 土地利用とゾーン化 

新市の区域を４つのゾーン「産業物流ゾーン」「市街地ゾーン」「自然海浜ゾ

ーン」「山間交流ゾーン」に分け、それぞれのゾーンの特性を生かしながら､総

合的、計画的なまちづくりのためネットワーク化を図ります。 

 

⑴  産業物流ゾーン（川之江地域・伊予三島地域・土居地域） 

 産業物流ゾーンは、重要港湾である三島川之江港や三島川之江・土居イン

ターチェンジを玄関とし、製紙・紙加工業を基幹とする工業が集積している

地域で､これからもこのまちの経済を牽引していく役割をもったゾーンで

す。ここでは、製紙・紙加工業の更なる高度化を目指しながら物流機能を高

め、新市の経済基盤を確固としたものとするよう努めて行きます。 

 

⑵  市街地ゾーン（川之江地域・伊予三島地域・土居地域） 

市街地ゾーンは、多くの人が暮らし、各種の施設が集積するゾーンであり、

まちの賑わいの拠点となっています。ここには多様な市民活動とサービス

産業が融合しており、快適な住環境と交流の場を整備していきます。 

 

⑶  自然海浜ゾーン（土居地域） 

自然海浜ゾーンは、磯浦海岸から藤原海岸までの美しい浜辺と豊かな自

然を保っており、瀬戸内海でも貴重な存在となっています。水産業の育成は

もとより、これらの自然を生かした新鮮な海産物の直販体制の整備やイベ

ントの開催により、市街地との交流を広げていきます。 

また、この海岸の南側に広がる平野部では、広い耕地を利用した高度な農

業生産体系を保っており、水産業と連携した取り組みにより交流の魅力を

高めていきます。 

 

⑷  山間交流ゾーン（新宮地域・伊予三島地域） 

山間交流ゾーンは、新市の生活用水や工業用水の水源地として重要な役

割を担っています。また、広く林業が営まれており、そのなかに「霧の森」

や「翠波高原」、「スカイフィールド富郷」などのレジャー・アウトドアスポ

ーツの拠点が点在しています。近年の道路整備により市街地からのアクセ

スが改善され、キャンプやフィッシング、パラグライダーなどのレジャーを

目的に訪れる人が年々増えています。これからも、水源涵養などを目的とし

た森林保全に留意し、憩いと安らぎ、交流の場として整備していきます。 
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 ３ 新市の将来都市像 

 

⑴ 将来都市像 

   新市は､豊かな自然を守り育てながら、基本理念に掲げた「活力」「交流」

「文化」の取り組みを行い､四国第５の拠点都市にふさわしい「四国の中央

都市」を実現していきます。そして、「四国の中央都市」が「州都」へと飛

躍を遂げていくという夢の実現を目指しその取り組みを進めていきます。 

新市の将来都市像を、 

  「法皇の山なみと燧灘に育まれた、 

活力・交流・文化の四国中央都市」～ そして 州都へ ～ 

と定めます。 

 

 

⑵ 将来フレーム 

新市の人口は、全国的な人口動向と同様に減少することが推計されます。 

しかし、この地域は製紙・紙加工業を基幹とし将来にわたり有望な産業の

拠点として確立しており、これらの産業の振興を図りながら、内外から多く

の人をひきつけ、人口減少の抑制に努めます。 
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Ⅴ 新市の施策 

 

新市は、四国のほぼ中央に位置する四国の高速交通の要衝であり四国４県の

県都や空港と約 1 時間で結ばれる地理的優位性から、四国中の「人・もの・情

報」の交流拠点として大きく発展するまちです。このまちには、全国有数の製紙・

紙加工業が集積しているほか、山間部には豊かな森林資源と豊富な水を湛えた 3

つのダムを擁し、平坦地域西部には広大な農地と自然海岸が広がっています。 

高速交通網の拡大と高度情報通信基盤の進展により、四国 4 県の結節点にふ

さわしい四国レベルでのイベント、会議､スポーツ大会の開催や経済交流の場と

なるビジネス交流の機能をもつまち、四国中央都市として発展していくまちで

す。 

「まち」「うみ」「やま」が一つになり、「活力」「交流」「文化」の四国中央都

市の実現を図るための具体的な施策の体系は次のとおりです。 

 

１ ◆ 施策の体系 ◆ 

 

⑴「やすらぎ癒しの場をつくる」 

① 医療･･･高度医療を充実し、身近な地域医療を守る 

② 福祉･･･誰もが安心して暮らせる条件づくり（子育て、高齢者、障害者） 

③ 保健･･･誰もが健康に過ごせる条件づくり 

④ 自然を生かした体験の場づくり 

⑤ 市民の「心のふれあい」の場づくり 

 

⑵「明日を拓く人材を育てる」 

① 学校教育･･･ゆとりと体験の人づくり 

② 高等教育･･･専門技術を持つ人づくり 

③ 文化施設・文化活動･･･質の高い文化と教養の場つくり 

④ スポーツ交流･･･多様な活動・舞台づくり 

⑤ 市民交流･･･多様な活動・組織づくり 

 

⑶「自然と共生し、環境を守る」 

① 環境対策・環境管理･･･暮らしを守る 

② 自然環境保全･･･自然と調和する 

③ 循環型社会の構築･･･ものづくりに生かす 
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⑷「人・ものが集まり発信する」 

① 工業･･･製紙・紙加工業を中心とした「ものづくり」 

② 商業･･･まちの魅力が人をひきつける「もてなし」 

③ 農林水産業･･･自然の恵みを生かした「ものづくり」 

④ 観光業･･･まち、うみ、やまの多様な「もてなし」 

 

⑸「くらしを支える」 

① 幹線道路・生活道路･･･スムーズな道路交通網づくり 

② 公共交通の充実･･･人が集まる拠点と移動しやすいしくみづくり 

③ 重要港湾の機能強化･･･国内外からものが集まる物流拠点づくり 

④ 上下水道･･･全市にわたる衛生的な環境づくり 

⑤ 住環境の改善･･･快適に暮らせる住環境づくり 

⑥ 地域情報化･･･より質の高い暮らしと産業の基盤づくり 

⑦ 水源地の機能保全･･･おいしい水のふるさとづくり 

⑧ 地域防災対策の充実･･･安心して暮らせるまちづくり 

 

⑹「行財政の効率化」 

① 行財政の効率化･･･合併による行財政の効果的・効率的運営 

② 公共施設の整備統合･･･行政の合理化 
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 ２ ◆◆ 主 要 施 策（Leading Project） ◆◆ 

 

⑴「やすらぎ癒しの場をつくる」 

 

このまちは、基幹産業である「製紙・紙加工業」に支えられ就労の場に恵ま

れた地域であるとともに、少子･高齢化が進行する中で、これまで相互扶助に

より担われてきた子育てや高齢者介護などを社会全体で担い、社会的弱者の

生活支援を含めた、地域のセーフティネットを構築していきます。 

 

①  医療･･･高度医療を充実し、身近な地域医療を守る 

医療の機能強化に努め、より身近な充実した高度医療や救急医療を受け

られる体制を目指すとともに、中山間地域における診療所については今後

も存続を図ることにより、安心して医療が受けられる条件を維持していき

ます。 

 

②  福祉･･･誰もが安心して暮らせる条件づくり（子育て､高齢者、障がい者） 

誰もが安心して暮らせる条件づくりのため、子育て支援センターや多機

能保育所などの整備を行うとともに、住み慣れた家庭や地域でいつまでも

健康的な生活を営むため、必要な介護や援助が受けられるよう訪問介護、日

帰り介護、短期入所生活介護など高齢者の通所施設や入所施設を充実させ、

地域において介護予防に繋がるような事業の実施や、高齢者を支える体制

づくりなどを進めます。また、日中活動支援やショートステイ施設の設置な

どを含めた障がい児（者）施設の充実。さらには、マンパワーの確保が課題

となっている中山間地域における介護サービスの円滑な供給を図ります。

それらの拠点となる福祉会館の整備を推進し、高齢者や障がい者の自立と

社会参加の促進に努めます。 

 

③ 保健･･･誰もが健康に過ごせる条件づくり 

訪問指導や健康相談、定期検診の充実により市民の健康を守るとともに、

気軽に運動ができる場の整備を行い、健康づくり教室などの機会を通じて

住民の心身両面にわたる健康づくりを行っていきます。また、地域公共ネッ

トワークを活用した在宅ケアシステムを構築し、保健師による健康チェッ

クや指導体制を確立していきます。 

 

④ 自然を生かした体験の場づくり 

豊かな自然のなかで市民が地元の特産物に触れる機会を提供するために、

木工芸品や焼物などの体験工房等を整備し、自然を生かした体験の場づく

りに努めます。 
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⑤ 市民の「心のふれあい」の場づくり 

山間交流ゾーンにおいて研修施設の整備充実を進め、子供からお年寄り

までが気軽に集まり、さらに障がい者や健常者が交流することができる、

「心のふれあい」の場を整備します。市街地における公園緑地は、都市の安

全性や地域環境の形成、スポーツ、レクリエーション活動の場を提供する役

割のほか、災害時における避難場所としての機能も備えることが重要です。

このため、市内各所にポケットパークや児童公園を整備し、公共施設のバリ

アフリー化による段差解消や既存の公園のトイレや給水施設の改善を促進

するとともに、市民と共同で花いっぱい運動を進めます。 

また、川とふれあう場づくりのため、河川敷公園に遊歩道やジョギングコ

ース、休憩所、花壇、広場等の整備を進めます。 

 

【具体的施策】＝やすらぎ癒しの場をつくる 

（単位：百万円） 

施策名 主要事業の概要 概算事業費 

高度医療を充実し

身近な地域医療を

守る 

○ 国保診療所の整備事業 

○ 救急医療体制整備事業 

 

 

9,855 

誰もが安心して暮

らせる条件づくり 

（福祉） 

【子育て】 

○ 保育所等整備事業 

○ 児童福祉施設等整備事業（乳児園、児童

センター（婦人会館併設）等） 

○ 乳幼児保育館建設 

○ 地域子育て支援センター整備事業 

【高齢者】 

〇 高齢者福祉施設整備事業 

〇 託老所整備事業 

誰もが安心して暮

らせる条件づくり 

（福祉） 

【障害者】 

○ 障害児入所施設整備事業 

○ 障害者支援施設整備事業 

○ 障害福祉センター建設事業 

誰もが健康に過ご

せる条件づくり（保

健） 

○ 保健対策推進事業等の充実 

○ 高齢者福祉施設整備事業【再掲】 

○ 託老所整備事業【再掲】 
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自然を生かした体

験の場づくり 

○ 住民研修交流センター建設事業【再掲】 

○ 新宮少年自然の家整備事業【再掲】 

市民の「心のふれあ

い」の場づくり 

○ 街区公園整備事業 

○ 三島公園整備事業 

○ 東公園整備事業 

○ 小公園整備事業 

○ 寒川グラウンド整備事業 

○ 住民研修交流センター建設事業【再掲】 

○ 花いっぱい推進事業 

○ 児童福祉施設整備事業（乳児園、児童セ

ンター（婦人会館併設）等）【再掲】 

○ 高齢者福祉施設整備事業【再掲】 

○ 託老所整備事業【再掲】 

○ 下長瀬アジサイ公園整備事業【再掲】 

○ 駅舎等バリアフリー化事業 
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⑵「明日を拓く人材を育てる」 

 

まちの将来を支える第一の資源は人材です。将来を担う人材を育て、社会

に明るい展望を開くことが極めて重要です。安心して子供を育てることが

できる環境を整え、市民一人ひとりの人権が尊重される、活気に満ちたまち

の実現を目指します。また、老朽化している学校の校舎等の施設整備や地域

公共ネットワークの活用による多様な教育システムを構築し、地域情報化

時代にふさわしい教育環境を整え、青少年の健全な成長を応援するまちを

実現します。 

 

①  学校教育･･･ゆとりと体験づくり 

このまちの小中学校の多くは老朽化が進んでいます。新市においては、計

画的に大規模改修などによる施設の更新を実施します。また中山間地域の

教育施設を児童生徒の都市農村交流の場として活用し、その維持存続に向

けた取り組みを行います。さらに、小・中学校における情報教育の強化のた

め、地域公共ネットワークを活用した地域情報化を促進していきます。 

その他、愛媛県立新居浜特別支援学校に通学する対象となる児童生徒の

負担を将来にわたって軽減するため、分校開設を推進していきます。 

 

②  高等教育･･･専門的技術を持つ人づくり 

基幹産業である製紙・紙加工業などの専門的な人材を育成するために、

工業技術等の専門教育を行うことができる大学・専門学校等の高等教育機

関を誘致し、専門技術を持つ人づくりに努めます。 

 

③ 文化施設・文化活動･･･質の高い文化と教養の場づくり 

四国の交通の要衝といった地理的優位性を生かし、人・もの・情報の広域

的な交流エリアの形成を図りながら、産業振興を目的としたコンベンショ

ン施設等と連携し、市民文化ホールを中心とした文化施設等による質の高

い文化と教養の場づくりに取り組むとともに、美術館や郷土館等の建設も

併せて検討することで、文化的な取り組みが行える環境を整えます。 

また、四国中央都市実現に向けた総合文化公園等も検討していきます。 

 

④ スポーツ交流･･･多様な活動・舞台づくり 

スポーツによる市民交流の活性化を図るために、あわせて３館となる公

立体育館と 2 つの球場、さらに６面の屋外競技施設等を活用し、市民が参

加するスポーツ活動を支援するとともに、四国をはじめ全国規模でのスポ

ーツ大会の開催を誘致します。 
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⑤ 市民交流･･･多様な活動・組織づくり 

市民自ら身近な社会活動を行う機会を提供するため、ボランティアの登

録や NPO（非営利民間団体）の育成と支援に取り組むとともに、各公民館

やコミュニティセンター及び集会所等がまちづくり活動や地域活動の拠点

として、その機能を発揮できるよう整備に努めます。このため、地域公共ネ

ットワーク情報基盤等を活用することにより、市民の意見を幅広く取り入

れるシステム（まちづくりのための広報・公聴協力員制度等）を確立します。 

 

【具体的施策】＝明日を拓く人材を育てる 

（単位：百万円） 

施策名 主要事業の概要 概算事業費 

ゆとりと体験づ

くり(学校教育) 

○ 幼稚園施設整備事業 

○ 小学校施設整備事業 

○ 中学校施設整備事業 

○ 不登校児童生徒適応教室整備事業 

○ 新居浜特別支援学校分校整備事業 

○ 学校給食センター整備事業 

○ 新宮少年自然の家整備事業 

28,290 

質の高い文化と

教養の場づくり

（文化施設・文化

活動） 

○ 古墳整備事業 

○ コミュニティセンター整備事業【再掲】 

多様な活動・舞台

づくり（スポーツ

交流） 

○ スカイフィールド富郷整備事業 

○ 浜公園整備事業 

○ 新宮公園整備事業 

○ 運動公園整備事業 

○ 公園整備事業 

多様な活動・組織

づくり（市民交

流） 

○ 公民館整備事業 

○ コミュニティセンター整備事業 

○ 集会所整備事業 

○ 花いっぱい推進事業 

○ 児童公園整備事業 

○ 住民研修交流センター建設事業【再掲】 
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⑶「自然と共生し、環境を守る」 

 

新市は、大規模な産業が立地する市街地と広大な山間部や美しい自然海岸

を抱え、都市部と農山村部が一体となるまちになります。21 世紀の社会は、

環境と共生したまちづくりが求められます。このまちにふさわしい「環境の街

＝エコタウン」を実現し、自然と共生し環境を守るため次の取り組みを推進し

ていきます。 

 

① 環境対策・環境管理･･･暮らしを守る 

暮らしや環境を守るため、行政と企業が協力しながら、環境管理に関す 

る国際規格（ISO14001）を取得し、環境負荷を減らすための取り組みを推

進します。また、大気汚染や水質汚濁等の環境監視を行うとともに、道路交

通渋滞緩和のため産業道路と生活道路の分離を図ります。さらに、公共施設

への自然エネルギー（風力発電、太陽光発電等）の導入についても検討して

いきます。 

 その他、クリーンセンターの適切な管理、ごみの焼却処理、最終処分体制

を充実させます。 

 

② 自然環境保全･･･自然と調和する 

自然環境の保全については、美しい海岸線の水辺環境や植生を保全する 

とともに、山間部においては、水源涵養等の公益的機能を高めるため、適正

な森林の保全管理を行う体制を確立します。また、世界的に珍しい高山植物

や鉱石鉱物の宝庫である赤石山系の環境保全に努め、貴重な資源を将来に

受け継いでいくとともに、河川を介して山間部から海岸に至る生態系の保

全に向けた取り組みを行います。 

 

③ 循環型社会の構築･･･ものづくりに生かす 

このまちは製紙・紙加工業を核とした「紙のまち」として発展してきまし

た。しかし、産業活動により排出される廃棄物の処分については、現在のと

ころ埋立て処分に頼らざるを得ない状況であります。製紙・紙加工業が今後

もまちの基幹産業として飛躍するように、愛媛県産業技術研究所紙産業技

術センターと連携して、製紙スラッジ等の有効利用・実用化などの取り組み

を促進し、廃棄物削減と資源の有効利用を両立させ、商業や工業を含めた産

業面からの循環型社会の構築に取り組みます。 

また市民と行政が協調のもと、資源ごみの回収やリサイクルを促進する 

とともに、生ごみや畜産糞混合の堆肥化を促進し、市民生活のなかで環境負

荷を軽減するため、「エコシティ事業(仮称)」を推進していきます。 
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【具体的施策】＝自然と共生し、環境を守る 

（単位：百万円） 

施策名 主要事業の概要 概算事業費 

暮らしを守る（環境

対策・環境管理） 

○ 一般廃棄物最終処分場建設事業 

○ 産業廃棄物最終処分場建設事業（臨海

部土地造成事業）【再掲】 

○ クリーンセンター整備事業 

6,161 自然と調和する（自

然環境保全） 

○ ふるさとの川整備事業 

ものづくりに生か

す（循環型社会の構

築） 

○ 資源循環型農業、食品産業総合支援事

業 
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⑷「人・ものが集まり発信する」 

 

このまちは製紙・紙加工業を核とした「紙のまち」として栄え発展してきま

した。関連産業も含め年間出荷額約 6,000 億円の紙パルプ産業については、

その高度化を一層進め、地域間競争に勝ち残っていける体質強化につながる

環境整備を進めていきます。四国の高速道路の要衝という利点を生かし、卸売

や小売などの流通業を育成し、物流の拠点にふさわしい立地空間を整備して

いきます。さらに、このまちの新たな発展を期するために、高速で大容量の情

報通信基盤の整備を促進します。 

また、農業の分野では、地域の顔となる特産品、工芸品の開発や加工施設、

直売施設の整備を促進します。そして、観光農園や体験農場により農村文化が

体験できるクラインガルテン構想の具体化を促進します。 

 

① 工業･･･製紙・紙加工業を中心とした「ものづくり」 

このまちの主要産業である製紙・紙加工業の発展に欠かせない、重要港湾

「三島川之江港」の整備を推進し、一方では臨海土地造成事業により、市街

地に点在する工場等の住工混在を解消するとともに、新たな産業の進出を

確保し環境と調和する地域産業の立地を目指します。 

愛媛県産業技術研究所紙産業技術センターを核とし、製紙・紙加工業の企

画開発力やデザイン力の向上を図ります。 

 

② 商業･･･まちの魅力が人をひきつける「もてなし」 

高速交通の要衝となったことにより、近年インターチェンジ付近に大型

小売店の集積が急速に進む一方、中心市街地では空洞化が進行しており、そ

の活性化が急務となっています。中心市街地にかつての賑わいを取り戻す

ため、空店舗の活用、駐車場の確保、街路の整備や景観形成等を通じて、郊

外の大型店舗との共存を図りその活性化対策を支援します。 

さらに、製紙産業などの工業製品の販売力、企画デザイン力を強化するた

め、見本市等の開催が可能なコンベンション施設「四国中央メッセ（仮称）」

の立地を目指します。 

 

③  農林水産業･･･自然の恵みを生かした「ものづくり」 

この地域の特産品である、「里芋」「山の芋」や「五葉松」「新宮茶」など

生産性の高い農業の振興を図るため、新たな水資源開発を検討することを

はじめ、土地改良事業等により生産基盤を充実し､高付加価値産品の生産を

支援するとともに、販売力強化に向け産地としての高度化・ブランド化を図

ります。 
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しかし、この地域においても農業従事者の高齢化や新規就農者の減少等

による耕作放棄地や廃園が進んでいます。地域農業の振興・活性化を図るた

めには、農村地域の労働力や農地、機械･施設等の資源を効率的かつ有効に

活用できるよう、行政や農業団体が地域の農業者と一体となり地域農業を

総合的に管理・調整・支援する体制の整備を検討していきます。 

林業については、嶺南地域の豊かな森林資源を活用するために、森林基幹

道法皇線を中心とした林道網の整備を促進し、林産物の生産に努め、さらに

間伐材の紙パルプ産業への活用等に関する試験研究を行い、有効利用を促

進します。 

水産業については、瀬戸内海で採れる魚介類や海苔、いりこなどのブラン

ド化を目指すとともに、資源管理型漁業を推進するため、沿岸漁場の整備、

種苗の放流等を推進します。 

さらに定年帰農などの担い手に対し、地域における営農・営林・営漁など

多様な就業機会の提供を促進します。 

 

④ 観光業･･･まち、うみ、やまの多様な「もてなし」 

「まち、うみ、やまの多様なもてなし」の理念のもと、既存の観光施設と

新たな施設を有効活用するため３つの観光ルートを設定し、このまちの観

光を広く内外にアピールしていきます。 

 

風と森のルート（法皇山脈ルート） 

浦山川より森林基幹道法皇線を経由し、法皇スカイラインから堀切峠を

経て「森と湖畔の公園」に至るルートです。 

このルートは、北に燧灘や宇摩平野、南西に山岳登山で有名な土居三山

（東赤石山、二ッ岳、赤星山）、さらに南にはダム湖（法皇湖、金砂湖、新

宮湖）などといった、素晴らしい景観が眺望できる新市の代表的なルートで

す。 

 

花と水・霧と高原ルート（銅山川ルート） 

富郷町より銅山川沿いに新宮の「霧の森」「アジサイロード」を経て、塩

塚高原にある「霧の高原」に至るルートです。 

このルートには、スカイフィールド富郷、翠波高原、塩塚高原などでスポ

ーツ（パラグライダー場、ラグビー・サッカー場等）やバードウォッチング、

森林浴などといったアウトドアレジャーが楽しめる機能と、ダム湖（法皇湖、

金砂湖、新宮湖）の美しい景観を満喫できるルートです。さらに、人工スキ

ー場や風力発電の導入も視野に入れた自然体験型レクリエーションエリア

の形成を進め、都市と山村の交流による地域の雇用機会の創出を図ってい

きます。 
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海浜レクリエーションルート（燧灘ルート） 

磯浦海岸から寒川豊岡海浜公園を経て余木崎海水浴場に至るルートです。

磯浦から藤原海岸に至る浜辺において、海水浴場や潮干狩り、さらには新鮮

な海産物も手に入るような「水辺のもてなしの場」をつくるとともに、寒川

海水浴場、余木崎海水浴場の整備を促進します。また、港湾区域内において

も「海の路の駅」といった潤いのある施設を整備します。 

 

さらに、「紙のまち資料館」を中核とした、製紙・紙加工に関連する展示・

学習・印刷・出版・デザインなど、紙をテーマとした体験交流の機会を提供

し、産業面におけるもてなしを強化します。また、まちなみにおいては、歩

道の段差解消等のバリアフリー化や案内表示板等の充実により、誰もが気

軽に市街地を散策できる条件を整えていきます。 

 

【具体的施策】＝人・ものが集まり発信する 

（単位：百万円） 

施策名 主要事業の概要 概算事業費 

製紙・紙加工業を中

心とした「ものづく

り」 

【工業】 

○ 臨海部土地造成事業(西部･塩谷・金子・

寒川東部・野田・城山下) 

 

 

68,261 

まちの魅力が人を引

きつける「もてなし」 

【商業】 

○ 中心市街地活性化対策事業 

○ 商店街商業環境整備事業 

○ 市営駐車場拡張整備事業 
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自然の恵みを生かし

た「ものづくり」 

【農業】 

○ 土地改良事業（農道、水路、ため池、か

んがい排水、舗装等） 

○ 観光施設整備事業（農産物直販所、盆

栽芸術村開設等） 

○ 茶園整備事業 

○ 茶防霜施設整備事業 

○ 地域営農推進事業費補助事業 

○ 中山間地域等直接支払交付金事業 

○ 多面的機能支払交付金事業 

○ 農作業支援促進事業 

○ 空家整備事業（農業体験等） 

【林業】 

○ 森林・林業再生基盤づくり交付金事業 

○ 林道整備事業 

○ 水土保全林道整備事業 

○ 機能回復整備事業 

○ 森林整備地域活動支援交付金事業 

○ 鳥獣被害対策事業（防護柵等） 

○ 森林環境保全整備事業【再掲】 

【水産】 

○ 漁業経営構造改善事業 

○ 漁港浚渫事業 

○ 水産振興事業費補助事業 

○ 内水面漁業協同組合の振興事業 



  

 27 

まち、うみ、やまの

多様な「もてなし」 

【観光業】 

法皇山脈ルート＝風と森のルート 

○ 土居三山登山ルート整備事業→翠波高

原観光施設整備事業→市民の森整備事

業→森と湖畔の公園整備事業等 

○ 自然、歴史、文化散策コース整備事業 

銅山川ルート＝花と水・霧と高原ルー 

ト 

○ 下長瀬アジサイ公園整備事業→翠波高

原観光施設整備事業【再掲】→新宮観光

施設の整備事業→空家整備事業（農業

体験等） 

○ 都市と山村交流事業 

燧灘ルート＝海浜レクレーションルー 

ト 

○ 海浜公園整備事業（磯浦から藤原海岸）

→寒川豊岡海浜公園整備事業→余木崎

海水浴場整備事業 

○ 自然景観と観察区域整備事業 

 

【国･県事業】 

【農林水産業】 

自然の恵みを生か

した「ものづくり」 

【農業】 

○ 基幹水利施設ストックマネジメント事業 

○ 経営体育成基盤整備事業 

【林業】 

○ 森林基幹道法皇線開設事業 
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⑸「くらしを支える」 

 

道路交通や上下水道など、経済社会のあらゆる活動を支えるための基盤を

整備することは行政の基本であり、それらが充実してこそあらゆる活動が滞

りなく行うことができるようになります。 

 

① 幹線道路・生活道路の整備･･･スムーズな道路交通網づくり 

スムーズな道路交通網づくりの観点から、国道 11 号バイパスの早期完成

が図られるよう努めるほか、その他の区間についても渋滞対策や交通安全

対策等がすすめられるよう関係機関と調整を図っていきます。また、国道

192 号の渋滞を解消するため、バイパス的な役割を果たす路線の早期建設

に向け取り組みます。一方、市街地の慢性的な渋滞を解消するため、川之江

から伊予三島を経由して土居町に通じる湾岸道路等の整備に向け、関係機

関との協議を推進し整備促進を図るとともに、十分でない幹線道路や生活

道路の改良とあわせて、産業用の大型車両が市街地を通過しないで通行で

きる条件を整備していきます。山間部については、関係機関と調整を図りな

がら国道 319 号の早期整備を目指した取り組みを行うとともに道路網の整

備に努め、交通の円滑化を図っていきます。さらに将来に向けて、山間部か

ら市街地へ連絡する新トンネルなどの検討について関係機関と調整を図る

など、市街地までの大幅な時間短縮を目指し取り組みます。 

 

② 公共交通の充実･･･人が集まる拠点と移動しやすいしくみづくり 

拡大する日常生活圏に対応し、人が集まる拠点と移動しやすいしくみづ

くりのため、自家用車を持たない住民層の通勤・通学・通院・買い物などの

需要に応え、既存の公共交通機関との整合性を図りながらデマンドタクシ

ーの導入を図ります。また、山陽新幹線と予讃線とを直通する「フリーゲー

ジトレイン」の運行に備え、駅施設の周辺整備を行い停車駅にふさわしい機

能強化を図るとともに、市街地の交通を円滑にするため鉄道高架化を検討

します。 

 

③ 重要港湾の機能強化･･･国内外からものが集まる物流拠点づくり 

国内外からものが集まる物流拠点づくりのため、重要港湾「三島川之江港」

の国際港湾としての機能強化や耐震強化岸壁を備えた内貿のための複合一

貫輸送ターミナルの整備を促進し、四国縦貫・横断自動車道とリンクした広

域的な物流体系を確立します。また、三島川之江港の港内各地区を結ぶ臨港

道路を整備し、円滑な人と物の流れをつくります。 
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④ 上下水道･･･全市にわたる衛生的な環境づくり 

全市にわたる衛生的な環境づくりのため、上水道の整備を促進するとと

もに、山間部においては飲料水供給施設の充実を図ります。また、公共下水

道や農業集落排水の整備、合併浄化槽の設置促進、し尿処理施設と下水処理

場の一元化などにより、地域間格差の是正を推進します。 

 

⑤ 住環境の改善･･･快適に暮らせる住環境づくり 

市街地は面積が狭く、住宅用地が不足し住工混在が大きな問題となって

います。このため緑地帯を整備した宅地開発事業、市街地再開発事業等を促

進するとともに、老朽化しつつある公営住宅については計画的に建替えを

進め、高齢者住宅、障害者向け住宅を確保し、誰もが快適に暮らせる住環境

づくりに努めます。 

また、多死社会に対応するため老朽化した斎場の火葬炉等の更新整備を

行います。 

 

⑥ 地域情報化･･･より質の高い暮らしと産業の基盤づくり 

より質の高い暮らしと産業の基盤づくりのため、高速・大容量の情報通信

基盤を整備し、ブロードバンド時代に対応できる条件を整えて地域情報化

を強力に推進していきます。 

 

⑦ 水資源の機能保全･･･おいしい水のふるさとづくり 

「法皇湖、金砂湖、新宮湖」の周辺およびその流域における森林や植生の

保全により、水源地における水源涵養の機能保全を図ります。また、新たな

水資源開発を検討することをはじめ、おいしい水のふるさとづくりを目指

し、水資源の機能保全のための事業を推進します。 

 

⑧ 地域防災対策の充実･･･安心して暮らせるまちづくり 

災害時に新市の市民､行政、関係機関が一体となり活動できるよう、新市

の地域防災計画を策定し、円滑な情報連絡網の充実を図るため防災行政無

線の統一を図るほか、地域公共ネットを活用した通信ネットワークを整備

します。また、消防防災等施設整備を充実させるとともに地域の避難場所と

しての機能もそなえ、高齢者や障がい者等の災害時要援護者にも配慮した

集会所等の整備を推進します。 

さらに、災害に強いまちづくりを目指し、土砂災害等から人命をまもるた

めの砂防堰堤の建設、河川改修事業、ため池整備事業、海岸保全施設整備事

業等を実施するほか、地域情報基盤を活用し防災重要地点(河川、海岸、池

等)に屋外監視カメラ等を設置するなど災害の発生状況を迅速に把握するシ

ステムを構築します。 
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【具体的施策】＝くらしを支える 

（単位：百万円） 

施策名 主要事業の概要 概算事業費 

幹線道路・生活道路

の整備（スムーズな

道路交通網づくり） 

○ 緊急地方道整備事業 

○ 街路改築事業 

○ 道路新設事業 

○ 道路改良事業 

○ 生活道路整備事業 

○ 市町村道整備事業 

○ 地域環境整備事業（生活道路整備） 

○ 一般国道 11 号川之江三島バイパス整備

事業 

 

 

 

88,521 

公共交通の充実（人

が集まる拠点と移動

しやすい仕組みづく

り） 

○ デマンドタクシーの導入及び運行事業 

○ 駅前駐輪場整備事業 

○ 駅舎等バリアフリー化事業【再掲】 

上下水道（全市にわ

たる衛生的な環境づ

くり） 

○ 飲料水供給施設整備事業 

○ 合併処理浄化槽設置整備事業 

○ 一般排水路整備事業 

○ 地域環境施設整備事業 

○ 公民館合併浄化槽設置工事 

○ 公共下水道整備事業 

○ 下水道広域化推進総合事業 

○ 農業集落排水事業 

○ 簡易水道施設整備事業 

○ 上水道施設整備事業 

住環境の改善（快適

に暮らせる住環境づ

くり） 

○ 公営住宅・改良住宅整備事業 

○ 宅地開発事業 

○ 住宅市街地総合整備事業 

○ 墓地・墓苑整備事業 

○ 火葬場建設事業 

○ 火葬場施設整備事業 

地域情報化（より質

の高い暮らしと産業

の基盤づくり） 

○ CATV 用のインフラ整備事業 

水資源の機能保全

（おいしい水のふる

さとづくり） 

○ 森林環境保全整備事業 
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地域防災対策の充実

（安心して住めるま

ちづくり） 

○ 防災有線告知システム整備事業 

【消防本部】 

○ 消防防災等設備整備事業 

○ 消防庁舎建設事業 

【コミュニティ】 

○ 消防施設整備事業 

○ 集会所整備事業等【再掲】 

○ CATV 用のインフラ整備事業【再掲】 

 

 

【国･県事業】 

幹線道路・生活道路

の整備（スムーズな

道路交通網づくり） 

○ 国道 11 号バイパス整備事業 

○ 道路改築事業（国道 319 号） 

○ 都市計画街路道路改築事業（川東村松線） 

○ 特殊改良一種事業（国道 319 号） 

○ 道路災害防除事業（国道 319 号、主要地方道川之江大豊線） 

○ 生活道路改良整備事業（国道 319 号、主要地方道川之江大

豊線、県道上猿田三島線、県道蕪崎土居線、上分三島線等） 

○ 待避所設置事業（県道別子山土居線） 

重要港湾の機能強

化（国内外から物が

集まる物流拠点づ

くり） 

三島川之江港 

○ 港湾改修事業 

○ 港湾環境整備事業 

○ 公共継足事業 

○ 単独港湾局部改良事業 

○ 港湾機能高度化施設整備事業 

地域防災対策の充

実（安心して住める

まちづくり） 

○ 広域河川改修事業 

○ 通常砂防事業 

○ 河川局部改良事業 

○ 砂防施設事業 

○ 海岸局部改良事業 

○ ため池等整備事業 

○ 地域ため池総合整備事業 

○ ため池地震防災対策事業 

○ 海岸保全施設整備事業 
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⑹「行財政の効率化」 

 

① 行財政の効率化･･･合併による行財政の効果的・効率的運営 

地方分権社会の到来により、地方公共団体の自主性および自立性を高め、個

性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を図ることが、様々な視点や側面から

論じられています。市町村合併により、地域ニーズや時代の変化を的確に捉え、

これを政策化していくためには、効果的・効率的な行財政の運営が求められて

います。多様化・高度化する行政需要に対応するため、事務改善、組織機構の

見直しなどによる行政のスリム化を実現していきます。 

 

② 公共施設の整備統合･･･行政の合理化 

新市の地域で重複する公共施設については、全体のバランスを考慮しなが

ら統合整備するとともに、必要に応じて除却や売却なども行いながら効率的

に再配置します。そのため、施設情報を一元管理するシステムを導入し、施設

の有効活用や最適化に努めます。なお、統合整備にあたっては、市民生活に急

激な変化を及ぼさないよう十分配慮していきます。 

その一環として、市町村合併による最大のメリットである行政の合理化、効

率化を具現化するため、新庁舎を建設します。これにより職員数の削減を進め

つつ、ワンストップサービスや行政事務の電子化（証明発行事務、GIS システ

ム・RPA・AI 導入等）など地域公共ネットワークシステムを活用した高度な

行政システムを構築していきます。当然ながら、この新庁舎は財政状況を十分

に勘案しつつ建設されなければなりませんが、旧庁舎等の有効利用とあわせ

て地域住民に開かれたサービス拠点として生まれ変わるよう市民プラザ等

（窓口機能の充実）を開設します。 

 

 

【具体的施策】＝行財政の効率化 

（単位：百万円） 

施策名 主要事業の概要 概算事業費 

公共施設の整備統

合（行政の合理化） 

○ 新庁舎の建設事業 

○ CATV 用のインフラ整備事業【再掲】 

○ 公共施設等情報管理システム導入事

業 

○ 防災有線告知システム整備事業【再掲】 

6,953 

 

  



  

 33 

Ⅵ 財政計画 

 

財政計画は、新市における 21 年間の財政運営の指針として、歳入・歳出を

各科目ごとに、現況及び過去の実績や経済状況を勘案しながら推計し、普通

会計ベースで作成したものです。 

本計画では現行の行財政制度により堅実な財政運営を基調に、合併に伴う

行政サービス・住民負担の格差是正のための経費、主な節減経費を反映させ

るとともに、合併特例債等の国の財政支援措置を勘案しています。 

  また、積立金には、合併特例債による合併市町村振興基金等の造成を見込ん

でいます。 
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23
5,
69
0

2,
24
8,
78
6

2,
42
4,
00
1

2,
87
3,
63
2

2,
34
7,
36
1

2,
36
0,
77
0

2,
39
1,
36
5

2,
42
6,
06
9

2,
45
6,
43
7

財
　
産
　
収
　
入

14
1,
42
8

39
4,
76
6

68
,1
87

90
,7
05

93
,2
93

14
4,
86
3

54
,8
70

55
,0
30

18
4,
07
4

49
,6
64

83
,9
27

18
1,
72
2

46
,5
45

63
,5
15

84
,5
81

50
,9
66

52
,5
00

52
,1
00

51
,9
00

51
,6
00

51
,4
00

寄
　
付
　
金

14
0,
01
3

78
,8
73

16
,6
91

17
,2
29

36
,5
18

76
,7
10

51
,5
01

35
,5
28

50
,4
01

53
,6
72

56
,9
52

70
,8
34

85
,4
30

12
4,
14
3

19
2,
43
7

50
,9
80

51
,0
00

51
,0
00

51
,0
00

51
,0
00

51
,0
00

繰
　
入
　
金

2,
46
7,
23
1

62
8,
59
3

1,
07
5,
36
8

57
3,
29
2

24
9,
75
3

1,
00
4,
15
2

36
4,
89
2

68
3,
53
5

51
6,
49
8

51
1,
45
9

79
5,
50
3

44
9,
28
6

1,
13
4,
88
3

1,
32
9,
72
0

2,
38
7,
89
8

1,
04
6,
08
3

2,
24
2,
72
7

1,
51
5,
83
5

1,
98
2,
42
8

1,
31
7,
99
8

85
7,
89
8

繰
　
越
　
金

76
,8
24

1,
70
3,
37
4

88
4,
01
8

61
7,
68
6

71
4,
37
5

98
5,
32
9

1,
64
8,
70
8

2,
40
7,
77
1

1,
65
0,
04
8

1,
32
5,
22
8

1,
77
9,
41
2

2,
10
5,
67
4

2,
47
6,
86
2

2,
20
6,
85
9

2,
40
7,
02
8

3,
18
8,
85
8

諸
　
収
　
入

99
3,
40
7

59
1,
14
8

73
7,
40
7

65
8,
78
5

57
0,
20
9

52
5,
75
7

57
7,
85
0

59
5,
60
4

67
1,
34
5

64
6,
32
9

65
7,
45
7

66
4,
69
1

64
5,
36
7

65
2,
25
1

65
9,
51
0

1,
00
8,
89
9

72
6,
10
0

72
6,
10
0

72
6,
10
0

72
6,
10
0

72
6,
10
0

市
　
町
　
村
　
債

3,
83
1,
10
0

5,
00
9,
80
0

5,
02
3,
30
0

2,
76
3,
70
0

2,
24
4,
60
0

2,
75
2,
20
0

4,
25
8,
00
0

5,
55
9,
50
0

7,
78
2,
50
0

7,
51
6,
00
0

7,
48
7,
40
0

4,
58
0,
90
0

8,
79
8,
60
0

3,
89
3,
20
0

6,
70
8,
40
0

8,
61
7,
10
0

2,
50
3,
30
0

3,
36
3,
67
5

3,
65
4,
85
0

3,
87
5,
10
0

3,
70
2,
90
0

歳
　
　
入
　
　
合
　
　
計

37
,6
48
,0
67

36
,3
34
,6
70

35
,1
93
,9
13

31
,5
05
,2
37

31
,5
07
,3
86

35
,6
55
,6
28

37
,8
68
,8
21

40
,1
74
,6
81

40
,9
33
,1
05

40
,8
01
,8
94

41
,7
96
,6
66

40
,4
57
,0
26

45
,2
05
,6
14

40
,2
90
,1
10

44
,7
88
,0
43

47
,5
33
,7
96

38
,4
56
,7
15

38
,5
95
,7
67

38
,7
80
,9
00

38
,6
15
,6
80

37
,6
45
,8
65

２
　
歳
　
出

年
　
度

初
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

５
年
度

６
年
度

７
年
度

８
年
度

９
年
度

１
０
年
度

１
１
年
度

１
２
年
度

１
３
年
度

１
４
年
度

１
５
年
度

１
６
年
度

１
７
年
度

１
８
年
度

１
９
年
度

２
０
年
度

２
１
年
度

区
　
分

16
17

18
19

20
21

22
23

24
25

26
27

28
29

30
1

2
3

4
5

6

人
　
件
　
費

9,
08
0,
40
9

8,
35
2,
66
5

8,
30
9,
51
7

7,
97
7,
89
4

7,
81
7,
62
3

7,
86
9,
09
1

7,
56
8,
53
7

7,
56
7,
49
4

7,
18
7,
79
3

6,
59
5,
93
0

6,
76
6,
54
0

6,
84
9,
84
2

6,
55
9,
40
9

6,
92
0,
44
6

7,
21
0,
51
5

7,
28
9,
96
4

7,
31
5,
00
0

7,
33
6,
00
0

7,
35
2,
00
0

7,
36
8,
00
0

7,
39
0,
00
0

物
　
件
　
費

4,
82
0,
89
8

4,
55
2,
38
8

4,
02
3,
40
2

4,
00
9,
70
3

3,
84
5,
38
3

3,
92
3,
37
6

4,
11
6,
10
6

4,
28
5,
92
9

4,
16
6,
55
0

4,
31
1,
22
9

4,
46
5,
60
2

4,
70
3,
68
0

4,
88
3,
30
2

4,
62
5,
57
2

4,
47
0,
17
0

5,
43
1,
90
2

5,
07
9,
00
0

5,
02
6,
00
0

5,
09
2,
00
0

4,
99
4,
00
0

5,
05
6,
00
0

維
　
持
　
補
　
修
　
費

30
6,
97
5

28
3,
31
1

24
8,
14
7

22
5,
33
8

20
0,
04
3

24
4,
69
0

22
6,
13
7

23
7,
55
5

24
0,
62
5

25
5,
85
4

27
0,
02
2

27
7,
59
8

26
9,
17
6

29
1,
17
2

27
0,
79
6

27
6,
34
5

28
8,
00
0

30
0,
00
0

31
2,
00
0

32
5,
00
0

33
8,
00
0

扶
　
助
　
費

3,
47
1,
55
6

3,
15
5,
59
8

3,
69
2,
72
9

4,
01
0,
23
8

4,
08
7,
73
1

4,
17
8,
88
4

5,
59
3,
54
3

5,
98
6,
08
2

6,
20
6,
34
9

6,
38
7,
61
8

6,
85
0,
05
8

7,
17
4,
01
5

7,
60
5,
21
7

7,
58
9,
22
4

7,
59
7,
74
4

7,
99
6,
50
4

8,
13
3,
40
0

8,
17
9,
50
0

8,
24
2,
20
0

8,
32
1,
20
0

8,
38
3,
10
0

補
　
助
　
費
　
等

2,
90
3,
05
5

1,
72
6,
46
3

1,
57
4,
31
6

1,
51
4,
42
7

1,
52
7,
08
1

3,
16
4,
51
2

1,
48
9,
12
1

1,
59
1,
13
3

3,
04
8,
64
1

1,
68
9,
38
6

1,
70
4,
26
6

1,
81
4,
80
3

1,
90
0,
29
9

1,
69
2,
87
3

2,
59
9,
54
4

3,
00
2,
44
8

2,
28
3,
10
0

2,
26
3,
60
0

2,
23
5,
80
0

1,
91
6,
50
0

1,
94
6,
60
0

災
害
復
旧
事
業
費

95
6,
24
5

94
0,
38
9

28
2,
48
4

35
,8
34

6,
29
3

4,
91
7

3,
54
6

12
5,
77
6

83
,6
09

10
7,
82
7

18
3,
43
0

66
,2
56

56
,0
43

28
,7
41

24
7,
63
5

62
5,
86
7

29
,0
00

29
,0
00

29
,0
00

29
,0
00

29
,0
00

失
業
対
策
事
業
費

普
通
建
設
事
業
費

4,
32
6,
87
2

5,
85
8,
17
6

6,
09
1,
55
1

2,
80
2,
37
5

2,
76
7,
14
8

3,
66
7,
72
2

5,
10
6,
52
9

5,
53
9,
32
6

6,
44
4,
39
9

7,
04
5,
73
6

8,
51
8,
24
3

6,
15
6,
17
8

11
,3
73
,2
50

6,
11
1,
06
7

8,
73
2,
12
1

11
,8
79
,0
00

4,
99
4,
20
0

5,
59
8,
40
0

5,
57
7,
80
0

5,
75
1,
80
0

4,
53
7,
00
0

公
　
債
　
費

5,
72
1,
29
4

5,
82
2,
85
9

5,
87
8,
20
8

5,
97
3,
02
7

5,
75
3,
77
8

6,
30
1,
82
7

5,
53
6,
86
2

5,
57
4,
61
4

5,
21
4,
28
9

5,
21
2,
56
3

5,
11
3,
87
7

4,
82
3,
42
5

5,
21
5,
62
5

4,
52
1,
60
6

6,
09
9,
07
6

4,
92
3,
05
5

5,
74
4,
25
3

5,
19
9,
78
8

5,
19
2,
46
3

5,
06
6,
80
9

4,
90
1,
24
5

積
　
立
　
金

7,
08
7

69
4,
64
6

46
3,
01
8

22
4,
80
6

38
5,
44
6

46
5,
67
1

1,
62
4,
00
3

3,
31
6,
21
5

2,
63
8,
40
2

3,
04
1,
69
7

1,
06
7,
01
6

1,
10
7,
61
7

39
,6
99

89
9,
85
3

39
,1
14

1,
67
9,
74
1

20
,8
65

20
,7
62

20
,7
62

20
,7
22

15
4,
06
6

投
資
及
び
出
資
金

10
4,
80
5

3,
00
0

7,
00
0

10
,0
00

1,
50
0

40
0

10
,0
00

96
,1
58

98
,4
17

99
,8
18

10
1,
70
0

10
3,
61
7

10
5,
57
0

10
7,
56
0

貸
　
付
　
金

27
1,
10
0

25
3,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

24
9,
50
0

25
4,
50
0

24
9,
50
0

26
8,
40
0

26
8,
40
0

26
8,
40
0

26
8,
40
0

26
8,
40
0

26
8,
40
0

繰
　
出
　
金

3,
97
4,
39
7

3,
80
7,
65
7

3,
76
3,
35
5

3,
76
0,
72
0

3,
87
2,
03
1

3,
93
5,
23
0

3,
94
6,
76
6

4,
04
1,
00
9

4,
12
7,
72
0

4,
12
5,
14
2

4,
50
2,
43
8

4,
75
7,
25
0

4,
84
7,
23
5

4,
96
0,
80
3

3,
98
6,
81
2

4,
06
2,
15
3

4,
20
1,
67
9

4,
27
2,
61
7

4,
35
4,
85
8

4,
44
8,
67
9

4,
53
4,
89
4

前
年
度
繰
上
充
用
金

　
歳
　
出
　
合
　
計

35
,9
44
,6
93

35
,4
50
,6
52

34
,5
76
,2
27

30
,7
90
,8
62

30
,5
22
,0
57

34
,0
06
,9
20

35
,4
61
,0
50

38
,5
24
,6
33

39
,6
07
,8
77

39
,0
22
,4
82

39
,6
90
,9
92

37
,9
80
,1
64

42
,9
98
,7
55

37
,8
95
,8
57

41
,5
99
,1
85

47
,5
33
,7
96

38
,4
56
,7
15

38
,5
95
,7
67

38
,7
80
,9
00

38
,6
15
,6
80

37
,6
45
,8
65

財
政
計
画
の
見
直
し
の
概
要

１
．
平
成
2
9
年
度
ま
で
は
、
決
算
数
値
に
変
更

２
．
平
成
3
0
年
度
以
降
、
令
和
6
年
度
ま
で
は
、
中
長
期
財
政
計
画
の
数
値
に
変
更

単
位
：
千
円
 



  

  

 


